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最近の判例から 

法人が所有不動産売却のため業者との間で

専属専任媒介契約を締結し、入札方式により

売却を試みたが、開札後に一番札の内容を二

番札の者に媒介契約の委託者の了解を得て情

報提供し再入札させ落札者と決定したが、当

該落札者が買受申し出を後日撤回したことに

より、他の者と低い売却価格で契約すること

になったなどとして、業者の債務不履行を理

由に損害賠償請求を申し立てた事案におい

て、業者に善管注意義務違反は認められない

として、媒介契約委託者の請求を棄却した事

例（東京地裁　平成22年11月17日判決　ウエ

ストロー・ジャパン）

１　事案の概要　

盧 土地の売却を希望するＸは、宅建業者Ｙ

との間で、平成18年９月27日、専属専任媒介

契約を締結した。Ｙは、同日頃、売却形態を

更地渡または現況有姿渡、買付書の提出期限

を同年10月20日午後３時とする本件土地の売

却要綱書を、約25社にファクシミリで送信し

た。

盪 同年10月20日午後３時までに、本件土地

につき、Ａは、買付価格を６億4000万円、売

却形態を現況有姿、仲介をＢとする不動産買

受申込書をＹに提出し、Ｃは土地取引価格を

７億4000万円、売却形態を更地渡とする買付

証明書をＹに提出した。Ｂは、同日、Ｙの事

務所において、Ａの不動産買受申込書を提出

する際、「Ａからは6億5000万円まで了解を得

ている。それ以上価格が出るようであっても

再検討する。」旨を述べたことから、Ｙは、

同日午後３時過ぎまでＢを待機させた。Ｙは、

開札後の同日午後３時過ぎ頃、開札場の場外

にいたＢに対し、１番札が７億4000万円であ

る旨伝えたところ、ＢはＡに電話を架け、そ

の意思を確認した上、Ｙに対し「７億5000万

円でも落札したい旨」を述べた。そこで、Ｙ

は開札に立ち会っていたＸに対し、Ａの７億

5000万円の買受申出を伝えたところ、Ｘは落

札者をＡに決定した。Ｂは、Ｙに対し、提出

済みの６億4000万円をＢ担当者の印で訂正の

うえ提出した。更に、同月23日には７億5000

万円の買受申込書を提出した。そして、Ｙは

同月24日、Ａに対し売渡承諾書を交付し、Ｃ

に対し買受申込を断る旨の文書を送付した。

蘯 Ａは、同年11月22日、Ｙに対し、本件土

地の買付価格を減額したい旨を申し入れ、同

年12月６日頃、Ｘ宛に、「Ａの入札は担当部

長の独断で行われたものであり、正式な手続

きを経たものではなかったので、前回の入札

金額を白紙に戻し、改めて6億2000万円での

購入を申し入れる。」旨の書面を送付した。

盻 Ｘは、同年12月20日、Ｃとの間で、本件

不動産を現況有姿にて６億4000万円で売り渡

す旨の売買契約を締結し、平成19年１月頃売

買代金を６億2200万円に変更する合意をし

た。
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眈 Ｘは、Ｙが媒介契約の受託者として、①

信義を旨として誠実に入札を遂行する義務、

②不動産取引上、リスクのある事実を告知す

る義務、というＸに対する善管注意義務を怠

ったとして、Ｙの不履行による損害として１

億780万の損害を被ったとして提訴した。な

お、同損害額の内訳は、売却価格が低下した

ことによる損害9800万＜７億4000万（Ｃの買

付証明書の価額）－６億2200万（現実の売買

代金）－2000万円（更地渡から現況有姿への

変更によりＸが支出を免れた建物撤去費用

等＞、及び弁護士費用980万円の合計である。

眇 Ｙは、次のとおり反論した。まず、開札

日のＡの買受申込書の取扱い等についてはＸ

の了解を得ていること、また、Ａが資金調達

できないおそれがある等のリスクは、当時予

測不能であると主張した。また、本件媒介契

約上のＹの主たる義務は、Ｘのために、より

有利な条件で本件土地を売却できるよう積極

的に努力することである旨述べた。そしてＸ

の損害を否認する主張と、Ｘの本訴請求は権

利の濫用に該当するとも主張した。

２　判決の要旨

裁判所は以下のとおり判示して、Ｘの請求

を棄却した。

①そもそも本件媒介契約におけるＸの依頼

の趣旨は、本件土地をより有利な条件で他に

売却することにあり、ＹはこのようなＸの依

頼の趣旨に沿って行動すべき契約上の義務を

負うものと解されること、②Ｙは、上記開札

後、その依頼の趣旨に沿うべくＢに１番札の

内容を伝え、ＸからＡがどのような会社であ

るかを尋ねられると、Ａの関係先に電話を架

けて不安がない旨確認の上、これをＸに伝え

ており、Ｘは、Ａの買受申出が上記開札後に

されたものであることを明確に認識した上

で、自ら落札者をＡに決定していること、③

本件売却要綱書による売却方法自体、開札後

の買受申出を全く許さない趣旨のものとも解

されないこと、④Ａから７億5000万円での買

受申出をされた当時、Ｙにおいて、その買受

申出が後日撤回される可能性が大きい旨を予

見するのは困難であったこと等に照らすと、

Ｘの主張する善管注意義務違反は認められな

い。

Ｘは、ＹがＡないしＢと馴れ合っていた旨

主張もするが、これも認めるに足りる証拠は

ない。以上によれば、Ｘの本訴請求は理由が

ないからこれを棄却する。

３　まとめ　

本事例は、入札方式の売却にあたり、手続

き面で厳格性を欠くような点が見受けられる

ものの、最高買付価格の申出者が、その後申

出を撤回したため、売主としては売却価格を

下げて他の者と契約せざるをえず、その原因

は仲介業者の善管注意義務違反であるとし

て、媒介契約委託者から損害賠償請求が申立

てられたが、媒介契約委託者自らが落札者を

決定した等の事実を踏まえ、宅建業者の善管

注意義務違反を否定した事例である。

宅建業者が仕切る入札方式による売却手続

は、競争性や客観性が担保されていない場合

もあり、また業者毎でその運用も異なるため、

行き違い等によりトラブルが生ずる場合があ

る。入札要綱書等の中で落札者の決定は総合

的に判断することを明記したり、落札者と必

ず契約に至るとは限らないこと等を、宅建業

者は委託者や入札参加者へ十分説明を行うこ

とが望ましい。
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